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はじめに
　本研究の目的は，1960年代のネパール王国（Kingdom of 
Nepal. ネパール）*ⅰにおける教員養成の背景と特徴について，
「ネパール国家教育計画委員会」（Nepal National Education 
Planning Commission. NNEPC）報告書（1956），および，「国
家教育審議会」（All-Round National Education Committee. 
ARNEC）報告書（1961）などの教育計画および政策文書を対
象にして，特に初等教員養成の改革案に焦点を当てて明らかに
することである。
　南アジアに位置する小国ネパールは，世界でも稀な文化的，
政治的，経済的特徴を持ち，多文化，多民族，多言語といった
第三世界の教育開発に係る諸要素を典型的に内包する。こうし
た背景から，ネパールは，万斛かつ劃然たる「教育問題」と直
面し続けており，特に近年では教育学における同国への関心が
高まり，主に同国の教育問題に関する成果が増加しつつある。
　これらの成果は，それ自体，ネパールはもとより第三世界諸
国および地域等における教育問題の分析と解決に向けた有意な
試みではある。ただし，ネパールの教育開発における特異な端
緒と過程に鑑みるなら，現在の教育問題への理解を深めその解
決を図るためには，同国における教育開発の比類なき道程を踏
まえる必要がある。換言するなら，現在の教育開発に直接関係
するという意味において遡行し得る最前の時期から，今日に至
る教育計画および政策の特徴や展開について明らかにすること
で，昨今のネパール教育研究の価値をより高められよう。しか
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－ARNEC報告書における初等教員養成改革案に焦点を当てて－
中村 裕
要旨
　本研究の目的は，1960年代のネパールにおける教員養成の背景と特徴について，「ネパール国家教育計画委員会」
（NNEPC）報告書（1956），および，「国家教育審議会」（ARNEC）報告書（1961）などの教育計画および政策文書を
対象にして，特に初等教員養成の改革案に焦点を当てて明らかにすることである。
　ARNECの初等教員養成改革案は，①初等教員の社会的地位の向上，②初等教員の適切な任用制度の樹立，③
初等教員養成における地域的不均衡の是正，④初等教員養成における地方への適切迅速な物資輸送に概括できる。
こうした改革案は，国家開発計画には直接的具体的には反映されていないが，後の教育計画へ一定の影響を与え
たと考えられる。
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Abstract
　The purpose of this paper is to clarify the background and characteristics of teacher training in Nepal in the 
1960’s. The report of NNEPC (1955) and ARNEC (1961), national plans, and UNESCO documents were analyzed 
by focusing on the problems and reform design for primary teacher training.
　ARNEC was appointed to make reform plan for existing educational system in 1961. The points of the plan 
for primary teacher training were as follows:
 1. to make teaching profession more attractive and respectable to the people.
 2. to coordinate between teacher training programme and teacher appointment programme.
 3. to correct imbalances among Kathmandu, Terai and hilly region in teacher training.
 4. to transport payments and supplies to hinterlands timely.
　This reform design for primary teacher training of ARNEC was not reflected concretely to the actual 
program of educational development in the 1960s. ARNEC might have an eﬀect on following plan of primary 
teacher training in improvement in service conditions of the teacher.
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し，こうした課題意識に基づく成果は，必ずしも多くない（中
村, 2003，pp.67-68，中村，2013，p.77）。
　本研究は，この課題に対して，1960年代の教員養成について，
特に初等教員養成の改革案に焦点を当てて接近する試みである。
　本研究が1960年代を対象とする理由は，第一に，1950年代の
教員養成については，すでに中村（2003）および中村（2008）
などでその概要を明らかにしているからである。すなわち，こ
れらの成果を踏まえた次代の教員養成計画の究明が今日求めら
れる研究上の課題といえる。
　上記理由の第二は，1960年代がネパール教育開発史における
重要時期であるからである。本文で述べるとおり，ネパールの
教育開発において，1950年代はその黎明期として，また，1970
年代は更始の時代として，ともに刮目すべき最重要時期である。
他方で，両年代の狭間に位置する1960年代は，教育制度の動的
変革が一見不明瞭である故か，これまで注目されてきたとは言
いがたい。しかし，精察するなら，この年代は，1950年代に芽
吹いた教育制度が，関係諸機関の整備により拡大しつつ，政治
体制の変化にともなって変革され，また，国際機関調査団の提
言を受けて再検討され，1970年代における刷新の礎となってい
った重要過程であったと理解できる。すなわち，1970年代初め
のネパール教育制度史における最大変革について，その要因や
背景を追究し，変革の要点を理会するためには，1960年代の教
育開発および政策の特徴と到達点を解明することが有用であり，
かつ，不可欠である。
　特にARNECの初等教員養成の改革案に焦点を当てる理由は，
初等教員養成が，1950年代の教育開発における最重要領域の一
つであったからである。本文Ⅰ－２で述べるように，教員養成
は，1950年代半ばのネパール－アメリカ協同教育開発プロジェ
クトにおいて，初等教育および成人教育と並んで，最初期から
開発に着手された優先領域であった。そして，続いて任命され
たNNEPCの報告書においては，特に初等教員養成・初等教育・
成人教育が連関した村落教育制度の構築が，教育制度創設を支
える基部として，もっとも重点が置かれている。すなわち，
1950年代において最重視された初等教員養成に注目して1960年
代の教育計画，すなわちARNECの報告書を読み解くことで，
後者の特徴をより明示化し得ると考えられる。
　先行研究について，過去のネパールにおける教育開発の過程
を探究する試みそのものが寡少である。教育を通じた国民統合
という1960年代以後のネパールの国家政策は，欧米の文化人類
学や政治学において注目を集めてはいるけれども，同年代の教
育計画および政策等についての具体的成果は，その重要性は認
識されつつも，多く為されてはいない。まして，この年代にお
ける特定の教育段階および領域に対する直接の追究は，管見の
限り多くない。他方で，1960年代の教員養成については，教育
開発において最重要視されていたが故に，同時代人による報告
や記録が散見される稀な領域でもある。本研究は，ARNEC報
告書や経済開発計画など総合的な教育ないし経済計画の文書を
基底に据えつつ，こうした当時の報告や記録を踏まえて，また，
ARNECの教育制度改革案の背景や概要を明らかにした中村
（2013），および，同委員会報告書における初等教育計画の重要
点などを追究した中村（2015）における断片的な成果を用いて，
冒頭の目的達成を試みる。
　以下では，まず，1950年代半ばの教員養成の状況を確認しつ
つ，NNEPCの教員養成計画を，特に初等教員養成の目的およ
び目標に重点を置いて整理する。次に，1950年代の初等教員養
成計画の成果と，1960年代初めにおける教員養成の状況および
問題点を概観した後，ARNECの教員養成計画の特徴を，特に
初等教員養成の改革案に焦点を当てて明らかにする。続いて，
ARNECの初等教員養成計画を，同時代ないし近時代の資史料
をもって補完することで，その特徴をより明確化する。そして，
UNESCOの対ネパール教育調査報告書（案）などに基づき，
この時期における教員養成計画の特徴と展開について補整し，
最後に今後の課題を述べる。
Ⅰ　1950年代における教員養成の萌芽とその成果*ⅱ
１　ラナ時代における教員養成の沈滞
　ネパールは，18世紀末までにシャハ（Shah）王朝の祖によ
ってほぼ統一された。しかし，ほどなく政争により王権は衰え，
19世紀半ばには，宰相ラナ（Rana）家が国権を掌握する。こ
のラナ家による専制政治体制，すなわち，国王を君主として戴
きつつ，ラナ家の世襲宰相が国家を直接統治する「君主制的間
接君主制」（榎原，1963）は，1951年のいわゆる王政復古まで
100余年続く。
　ネパールにおける学校教育は，このラナ体制下で発足し開展
した。ラナ時代の末期には，三系統の学校，すなわち，英学教
育を提供する英学学校，サンスクリット語による宗教狭義等の
学習を施すサンスクリット・スクール，ベイシック・エデュケ
イション（Basic Education）を実践するベイシック・スクー
ルが*ⅲ，相互に連関することなく，政府により緩やかに，ある
いは，厳格に管理統制されていた。
　こうした学校の発展について，ラナ為政者の多くは，消極的
というよりむしろ抑制する立場を取った。そのため，王政復古
時（1951）の初等学校数は321校，同在学者数は8,505人，同在
学率は0.9％にとどまっている（MoE，1971，p.3）。
　教員についても，英学学校およびサンスクリット・スクール
のそれは，組織的に養成されることはなく（Yadava，1986，
p.31），それ故に，王政復古時の教員数も把握されていない
（MoE，1971，p.3）。例外的に，ベイシック・スクールについ
ては，ラナ時代の末期（1947年）に，政府により当該教育の教
員養成センター（Basic Teacher Training Centre，BTTC）が
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設置された。BTTCは，一定のカリキュラムのもとで，手工業
に係る訓練を重点的に学生へ提供したが，ベイシック・エデュ
ケイションの不振に伴い，ほどなくその活動を停滞させていっ
た（Upraity, 1962, pp. 67-68）。
２　ネパール－アメリカ協同教育開発プロジェクト（教員養成）
　　の発足
　王政復古を達成したネパールは，外国ないし国際機関等の援
助による国家開発の推進を図った。このうち，教育開発に関し
ては，最大の援助国はアメリカであり，王政復古直前に締結さ
れた両政府の「技術協力一般協定」（General Agreement for 
Technical Cooperation）に基づく協働開発プロジェクトにお
いても，教育は，村落開発や農業とならぶ中核事業であった
（Wood，1987，p.3）。
　この協同教育開発プロジェクトは，1953年11月におけるネパ
ール政府と対ネパール「アメリカ合衆国援助事業使節団」
（United States Operation Mission. USOM）の会合をもって発
動する。本会合では，教員養成，成人識字教育，初等教育，ラ
ジオ教育がネパールの教育開発における重要領域ないし事項で
あることが確認されるとともに，教育状況の調査と，国家の教
育開発へ向けた提言を行う特別委員会の設置が決議された。こ
の特別委員会が，1950年代における教育開発の枢要機関たる
NNEPCである。
　1954年２～３月には，ネパール政府とUSOMの間で協定が結
ばれ，第１次協同教育開発プロジェクトが発足する*ⅳ。さらに，
同年３月に始動したNNEPCが教育の現況を調査する過程で，
教員養成が教育開発における喫緊の課題であると再認識された
ことから，同年６月には，教員養成を主軸とする第２次協同教
育開発プロジェクト協定が成立した。同協定の主軸は，①初等
教員の短期養成コースの開設，②教育カレッジ（College of 
Education）の創設，③教育カレッジ教職員の海外研修などで
ある。なお，当該プロジェクトのうち教員養成に直結する活動
は，同年10月までに「オレゴン大学約定」（University of 
Oregon Contract. UOC）事業に移行した。
３　NNEPCの村落教育制度構想と初等教員養成計画
　王政復古の達成とラナ体制の崩壊により，国内の学校および
在学者は急増した。1954年における初等学校は921校，同在学
者は26,186人を数え，同在学率は3.7％に至っている。また，同
年の初等教員数は，すべての学校種を合わせて1,278人であっ
た（Pandey et al., 1956, table Ⅸ）。NNEPCの任命は，こうし
た教育の急膨張，つまり，爆発的ではあるが乱脈な拡大を背景
とする。
　NNEPCは，およそ１年間の活動を経て，1955年３月に政府
へ報告書を提出した。本報告書は，教育の現況調査と，総合的
な教育計画から構成される。
　このうち後者は，既存の教育制度が国家のニーズに応じてい
ないとの観点から，総合的な教育制度を新規に創設するための
計画であり，その要点は，「普遍的教育の実現」と「民衆の教
育的ニーズの充足」にあった。この要点に直結するが故に，数
多の教育段階および領域におよぶNNEPCの教育計画のうち最
重要視されたのは，相互に連関する初等教員養成・初等教育・
成人教育計画であった。なお，NNEPC報告書におけるもう一
つの最優先領域として，総合大学の創設を主軸とする高等教育
制度の整備計画があるが，教員養成は，教育カレッジの新設を
通じて本計画とも深く連関している。
　NNEPC報告書における具体の教員養成計画について，まず，
現状の教員および教員養成の問題として，教員の寡少，教員養
成活動そのものの不存在，教員の質的量的不足，教授レベルの
低さと暗記中心の学習内容などがある（Pandey et al., 1956, 
pp.39-43）。そして，NNEPCは，従来の質の低い教員では，そ
の教育計画の実施に寄与し得ないと指摘し，新しい初等教員を
迅速かつ適切に養成することを強調した。
　より詳細には，NNEPCは，初等教育を大多数の国民にとっ
ての最後の学校教育機会であるとして，衣食住に係る手工芸
（craft）経験と，「国語」でありほぼ唯一の教授用語であるネ
パール語教授を強調した。また，同委員会は，成人教育につい
て，集中的な識字教育によって成人大衆に民主主義国家におけ
る義務と責任を自覚させることを重視したが，その担い手が初
等教員であると想定したのである。つまり，NNEPCにとって，
初等教育と成人教育計画は，ネパールに普く存する村落を基盤
に国家開発を推進する教育開発の基柱であり，初等教員は，初
等教育と成人教育の連携の媒介者として，教育を通じた村落の
全体的な開発を担う教育的市民的指導者の役割を果たす。この
「村落教育制度」ともいうべき構想は，NNEPCの教育計画にお
ける最大の特徴の一つであり，初等教員は同構想の礎石として
養成される必要があった。
　このような初等教員を養成する組織として，NNEPCは，①
教員養成センターの設置，②当該センター職員の養成コースの開
設，③移動教員養成ユニット（Mobile Teacher Training Unit）
の組織，④教育カレッジの新設を提言した。また，同委員会は，
初等教員養成の数値目標として，即時に年間300人，1965年に
おいて同1,000人を設定した（Pandey et al., 1956, p.87）*ⅴ。
　上記のうち，教員養成センター は，初等教員養成の短期課程を提
供する国内数か所の常設施設であり，移動教員養成ユニットは，
一定期間ごとに地域を移動しつつ，当地の初等教員養成活動を
行う仮設体である。教育カレッジは，首府カトマンズに置かれ，
４年制教育学士課程，２年制教育修士課程，公開講座，短期教
員養成課程を提供する新設高等教育施設として構想された。
　これらの教員養成施設等の修業年限やカリキュラムは多岐に
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わたる。初等教員養成に注目するなら，その担い手は主に教員
養成センター，移動教員養成ユニット，教育カレッジの短期教
員養成課程であり，初等学校教員は，これらにおける養成を通
じて，優れた人間性や，専門教育，一般教育，技術教育におけ
る知識技能およびその教授スキルを獲得することが期待された。
ただし，被養成者がこれらを獲得する具体的なプログラムにつ
いてNNEPC報告書では必ずしも明示されていない。
Ⅱ　1960年代における教員養成の状況とARNECの
　　初等教員養成改革案
１　1950年代後半における教員養成の進捗と停滞
　1950年代後半のネパールにおける国家開発は，第１次５か年
計画（1956-1961）をその基本方針としていた。しかし，教育は，
当該計画における主要開発領域ではなく，教育５か年計画に基
づく開発が試みられた。教育５か年計画は，基本的にはNNEPC
の教育制度創設計画を継承および微修正しつつ開発コストを算
定した総合的な教育開発の文書である。ただし，教員養成計画
は，教育カレッジの組織がNNEPCの構想から大きく変更され
るなど，教育５か年計画において例外的な領域となっている*ⅵ。
　なお，Ｉ－２で示したように，教員養成はネパールの教育開
発における喫緊の課題と位置づけられており，NNEPC任命か
らほどなく，第２次協同教育開発プロジェクト（教員養成）が
発足している。つまり，NNEPCによる教員養成計画の策定と
同時あるいはそれに先行して，具体的な教員養成事業の実施が
求められたのである。
　その成果は，活動を停止していたBTTCの人的物的資源を活
用した，「国立教員養成センター」（National Teacher Training 
Centre. NTTC）の設置である。NTTCは，教職員の増員や研
修を経て，1954年９月に短期の現職研修を開始し，当初は貧弱
な施設設備や教具・教材の不足といった困難に直面しつつも，
順調に初等教員を養成していく（Bhattarai，1958，p.34）。なお，
NTTCは，1956年の教育カレッジ創立後は，同カレッジ内の教
員養成学校（Normal School）へ移行した。
　こうしたNTTCの優れた成果によって，協同教育開発プロジ
ェクトにおける教員養成は，次の段階，すなわち，「移動教員
養成学校」（Mobile Normal School. MNS）による，地方への
初等教員養成事業の波及へ移行する。MNSは，1956年11月以後，
次第に増設されながら，地方を移動して短期教員養成事業を行
い，第１次５か年計画中におよそ3,600人の初等教員を養成し
た（Wood & Knall, 1962, table 24, Wood, 1987, ﬁgure 7）。こ
れは，NNEPC，あるいは，第１次５か年計画の目標（1,890人）
を上回る成果であった。
２　ARNEC報告書における教員養成の現状と問題点
　王政復古以後，親政志向の強い国王と，議会制民主主義の樹
立を目指す政党の対立が続く中で，1960年に国王による「王室
クーデター」が起きる。さらに国王は，新憲法の公布と「政党
なきパンチャーヤト・デモクラシー」の敷衍によって*ⅶ，親政
体制を確立した。
　こうして国家体制が激変する過程において，1961年にARNEC
が任命された。その会務は，NNEPC以後の教育開発の総括と，
新体制に沿う教育制度の構築整備計画の策定である。任命から
２か月を経て政府へ提出されたARNECの報告書は，NNEPC
のそれに比べれば小文ではあるが，初等教育，中等教育，高等
教育，社会教育，教員養成，教育行政など，やはり多様な教育
段階・領域に及ぶ現状把握と改革案を含んでいる。ただし，
ARNEC報告書の骨子は，同委員会が王室クーデター後に任命
された組織であるにもかかわらず，中等教育の構成やサンスク
リット教育の推奨などを除き，NNEPCのそれと近似している
（中村，2013，p.8）。では，教員養成に関して，ARNECの現状
把握と改革案は如何様であるか。
　ARNEC報告書において，教員養成は，第５章「教員養成」
のほか，第３章「初等教育および中等教育」における「教員不
足の問題」で，現状把握と改革案が特に区別されることなく言
及されている。
　まず，ARNECによる初等教員養成の現状把握について，初
等教員養成施設として，教育カレッジ内の中央教員養成学校の
ほか，各地の教員養成学校が９校，また，MNSが５校活動中
であると報告されている。このうち，首府の中央教員養成学校
の教授者は，教育修士，教育学士，文学士の学士を有するとい
う。さらに，中央を除く他の教員養成施設は，４人以下の教授
者を抱えるが，自らの校舎を持たないとされた。そして，こう
した施設による教員養成事業によって，現存する初等学校
3,163校に対して，およそ3,000人の初等教員が新たに養成され，
約100人の初等教員が現職研修を受け，75校の初等学校へ養成
を終えた教員を供給したという（ARNEC，1961，p.22）。
　ただし，このような初等教員養成における量的成果にもかか
わらず，ARNECは，なお初等教員が不足しているとし，来る
３か年計画において3,750人の初等教員が新たに必要であると
認識している。もっとも，ARNECは，初等教員数の増加のみ
を重視せず，現行の初等教員養成における問題点を複数指摘し，
養成事業の改善を図った。
　その一つが，NNEPCによっても指摘ないし懸念されていた，
被養成者の質の低さである。ARNECは，初等教員の要件とし
て，中等教育修了資格（School Leaving Certiﬁcation. SLC）
を保持し，かつ，教員養成学校における養成を修了した者を理
想としつつも，実際にはSLC取得者の過少から，教員養成施設
がSLC未取得者を被養成者として受け入れざるを得ないと現状
を報告している。そのため，特にSLC未取得者が多い地方では，
通常半年から１年であったMNSの養成期間を２年まで延長す
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ることで，この問題が対応された。
　他方で，特に地方における教員養成施設の不足から，急増す
る初等学校が，養成を終えぬ者を初等教員として任用している
実態も示唆されている。ただし，ネパール南部のタライ（Terai/ 
Terai）地方では，教員養成学校において充分な数の被養成者
が確保されているものの，丘陵地帯では，教員養成学校が存す
るにもかかわらず，また，すべての被養成者に生活扶助手当が
支給されていたにもかかわらず，養成希望者が集わない状況で
あった。そこで，カトマンズ近郊やタライ地方で養成された教
員が，丘陵地帯の初等学校へ配置される事態もしばしば生じた
ようである（ARNEC，1961，p.22）。こうした教員養成におけ
る人材不足について，ARNECは，そもそも教職が大衆に不人
気であると述べ，その理由を，教職の社会的地位や給与の低さ，
教員資格の不存在のほか，現在の教員養成学校入学者の質の低
さに求めている（ARNEC，1961，p.11）。
　地方に対する支援の困難も，ARNECが特に強調した初等教
員養成における問題点であり，教員不足の主要因である。すな
わち，教員養成に不可欠な，教授者の給与・被養成者への生活
扶助手当等の経費や，教具・教材等の物資が，地理的要因や未
発達な輸送伝達手段により，地方の教員養成学校やMNSへ定期
的に至らぬこともしばしばであったようである。なお，地方に
おける実演学校の不存在も，教員養成の円滑な施行の阻害要因
として挙げられている（ARNEC，1961，p.11，p.22）。こうした
教員養成における中央－地方の格差は，協同教育開発プロジェ
クトやNNEPCの発足以来，教育計画策定者および実施者が直面
してきた，ネパール教育開発における最大の困難の一つであった。
　ARNECが指摘した以上の点は，確かに，教員養成の円滑な
運営における阻害要因であると考えられる。しかし，換言する
なら，1950年代半ばから1960年代初めのネパールでは，上記の
ごとき阻害要因がありながらも，約3,000人の（先述のWood
（1987）などによれば約3,600人の）初等教員の養成に成功した
のである。これは，NNEPCの計画を上回る人数であることは
上でも述べた。では，こうした量的成果の一方で，養成された
初等教員の著しい不足が1960年代初めにおいてもなお改善され
ていなかったのは，なぜであろうか。
　それは，初等学校が，設置目標630校に対して約2,000校新設
されたこと，つまり，初等学校の増加速度が初等教員のそれを
凌駕したことが一要因であろう。しかし，何よりも，第１次５
か年計画中における，教員の任用・配置方針および基準等の不
存在が，1960年代初めの初等教員養成を阻害した最大の所以と
考えられる。具体的には，教員養成が，教員への任用とほぼ関
連付けられていなかった，別言するなら，教員養成の修了は，
教職登用の保証を意味しなかったということになる。
　実際，ARNECによれば，「管理上の非能率と，養成および
任命プログラム間の調整不足」のために，約3,000人の養成を
終えた者のうち，2,000人以上が初等学校教員として任用され
なかったという（ARNEC，1961，p.11，p.22）。また，教職に
就く意思がありながら長期間任用されず，当該職を断念した者
も多く，結果として，教員養成学校における養成を終えた者の
半数が，教職以外の職に就いたとされる（ARNEC，1961，
p.22）。これは，この時期における初等教員養成の沈滞をもっ
ともよく示す事実である。
３　ARNECの初等教員養成改革案
　上記のような現状把握を踏まえて，ARNECは，初等教員養
成について幾つかの提案をした。その前提は，教育開発を成功
に導くのは，養成を受けた教員の「数」ではないということで
あり，教員養成プログラムの効率的な管理と，教員養成および
任命の調整の必要性が示唆されている。
　具体的には，まず，報告書の第５章「教員養成」において，
初等教員養成改革の「提案」が明記されている。それは，①郡
長官などの支援を通じて，教員養成学校へ経費を適時提供する
こと，②丘陵地帯へ赴くカトマンズおよびタライ出身者に対し
て報奨金を授与すること，③教員養成学校が借用によらず自ら
の校舎等を確保すること，④視学官により教員養成修了者リス
トが保持され，教員任用においてそれが活用されること，⑤政
府により養成修了者が１年以内に任用されることである
（ARNEC，1961，p.22）。
　また，報告書第３章における「教員不足の問題」では，教職
の魅力と社会的地位を高める方策として，①教員の給与を増額
すること，②適切な人材を教職へ登用すること，③教員の給与
体系を公正化し，教員の職業安定性を確保し，教員を年金受給
対象とすること，④優れた教員に対して褒賞を授与すること，
⑤教員に対する医療施設を提供することが挙げられている
（ARNEC，1961，p.11）。
　そのほか，ARNECは，報告書第３章および第５章の各所で，
初等教員養成の改善案を述べている。必ずしも系統的に示され
ていないこれらの提案を整理すれば，①教員養成に関する法規
を整備すること，②養成未経験の現職教員が任用から５年以内
に研修を受けること*ⅷ，③年金受給者を教員として登用するこ
と*ⅸ，④初等学校の科目と初等教員養成のカリキュラムをより
対応させること，⑤地方における実演学校を設置するなど，教
員養成と初等教育開発の連携を深めること，⑥教育カレッジが
出版した教具・教材を，中央教員養成学校が地方へ配布するこ
と，⑦ネパール中央銀行の支店を開設し，地方の教員養成学校
の運営費を適正適時に配分すること，⑧教職についての啓蒙活
動を実施することとなる。
　このようなARNECの初等教員養成改革案は，単に初等教員
の増加のみを目標としていない点において注目できる。他方で，
同改革案は，多角的であり必ずしも具体的な内容を備えていな
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いもの，あるいは，教育開発の範疇を超えるものもある。では，
こうしたARNECの改革案に対して，当時の国家開発計画は，
初等教員養成について具体的にどのような目標を設定したか。
Ⅲ　1960年代初期のネパールにおける教員養成の発展
　　と停滞
１　1960年代の国家開発計画における初等教員養成
　1960年代のネパールにおける国家開発の基本方針は，３か年
計画（1962-1965）および第３次５か年計画（1965-1970）である。
　３か年計画は，教育領域において，ARNECの提言を可能な
限り具体化したと述べている。実際に，その要点は，学校数，
在学者数，教員数等の増加よりも，既存施設の合併と体系化に
よる学校教育の質の改善にあり，ARNECの教育制度改革案の
主旨に沿っている。
　しかし，教員養成については，教育開発における養成を受け
た教員の重要性が強調されつつも，教育領域における具体計画
が確認できない。すなわち，同領域では，第１次５か年計画に
おける養成を受けた教員の不足，特に初等教育におけるそれが
指摘され，年間50校新設される単教室学校へ200人以上の教員
を任用する計画が立てられ，また，教具・教材の全般的開発に
関して教員養成学校におけるそれが言及されるのみである
（NPC， 1963，pp.262-272）。
　なお，同計画では，養成（Training）領域においても，初等
教員養成が俎上に載せられている。そこでは，第１次５か年計
画までの成果とともに，現職教員の80％がSLCを保持していな
い現状が述べられ，初等学校に質の高い教員を供給するために，
３か年計画において14県（zone）すべてに教員養成センター
を常設することが明示された*ⅹ。
　第３次５か年計画は，第22章「教育」の冒頭において，国家
開発における教育の重要性を強調した。そして，教育開発には
教具・教材とともに養成を受けた教員が不可欠であるとし，と
りわけ初等教育と教員養成の調和的拡大を第３次計画における
教育領域の主要五目標の一つとして設定した。実計画として，
「初等教育」項目において5,000人の教員の新規養成および現職
教員3,000人に対する研修が挙げられている（MoEP，1965，
pp.126-128）。他方で，「初等学校教員の養成」項目では，現在
までの初等教員養成の成果とともに，幾つかの事業の実施が提
示されるに留まっている。具体的には，1954-55年以来，各地
の教員養成学校７校により4,500人の初等教員が養成されたこ
とを踏まえて，当該期間中に教員養成学校１校が増設され，ま
た，４地域において寄宿舎が設置されること，休暇期間において
研修会が実施されることが計画された（MoEP， 1965， pp.132）。
２　1960年代の初等教員養成におけるARNECの位置付け
　以上のように，ARNECの初等教員養成改革案は，実際の国
家開発計画に必ずしも反映されていない。それ故か，その提言
の多くが具体の教育計画に反映されたNNEPCとは異なり，同
時代の，あるいは，後世の文書においてARNECの初等教員養
成改革案に対する直接の言及は多くない。
　たとえば，1960年代におけるUNESCOの対ネパール教育調
査報告書草稿（Wood & Knall [1962]）は，初等教育および中
等教育に関してはARNEC報告書の内容を簡潔に提示している。
しかし，初等教員養成については，同書は，養成修了者の雇用
問題など類似の問題認識を抱えつつも，ARNECにほぼ一切の
言及がない。さらに，同書における初等教員養成への提案，た
とえば，初等教員資格を即時導入すること，MNSの派遣地域
を吟味すること，当座は常設の教員養成学校を設置しないこと
などは，ARNECのそれと多少の隔たりがある（Wood & Knall，
1962，pp.69-74）*ⅺ。
　また，続く当該調査報告書（UNESCO ROEA[1966]）も，初
等教員養成について，ARNEC報告書に触れていない。ただし，
現職教員あるいは教員養成学校における被養成者の質の低さ，
カトマンズやタライ地方出身教員による丘陵地赴任の忌避など
の初等教員養成における問題点や（UNESCO ROEA，1966，
pp.113-14），教員給与の増額や福利厚生の充実等による教職の
魅力増進，教員養成学校における寄宿舎付設といった改革案に
ついて，本報告書とARNEC報告書には類似点が多い。なお，
本報告書における特徴として，特に現状における女性教員の不
足と，その迅速な養成を強調している点が挙げられる*ⅻ。
　以上のように，ARNECの初等教員養成改革案は，実計画に
直接反映されていない。同委員会が指摘した初等教員養成にお
ける問題点についても，1960年代において解決方策が実施はも
とより検討された証左はない。しかし，それでもなお，初等教
員養成は，国家開発計画に則って，しばしば外国および国際機
関の援助を受けて，1960年代に一定の成果を残している。その
多くは，地方における初等教員養成の改善である。
　まず，1966年に，従来の教員養成学校が，初等教員養成セン
ター（Primary Teacher Training Centre. PTTC）に改組され
た（MoE，1967，p.8）*xiii。それに前後して，初等教員養成のカ
リキュラムが，より初等学校のそれに直結するよう，1965年か
ら1970年代初めにかけて，複数回改訂されている（UNESCO 
ROEA, 1972, p.212, Joshi, 2002, p.92）。また，初等教員の養成
期間についても，従来の１年課程に加えて，通学経験に乏しい
者に対する２年課程が1965年に新設された*xiv。こうしたPTTC
における養成では，養成希望者等に対して一定の選考が為され
たという*xv。
　さらに，現職教員に対する夏期・冬期休暇中研修が1967年に
導入されⅹⅵ，教員資格も，３県20郡において実験的に導入され
た*ⅹⅶ。これらは，第２次協同教育開発プロジェクト以来必要視
されていた初等教員の養成事業および制度の改革であり，特に
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教員資格の導入は，長らく教員の法的社会的位置付けが不明瞭
であったネパールの教育史における画期的成果といえる。この
教員資格の導入と，それに応じた給与体系の整備は，初等教員
養成の活性化の動因となったという（Joshi, 2002, p.91）。
おわりに
　1961年に任命されたARNECは，国王親政体制下の組織では
あったが，教育制度の構築整備について中立的な改革案を提示
した。初等教員養成に対するそれを概括するなら，およそ，①
初等教員の社会的地位の向上，②初等教員の適切な任用制度の
樹立，③初等教員養成における地域的不均衡の是正，④初等教
員養成における地方への適切迅速な物資輸送になるであろう。
　このようなARNECの初等教員養成改革案は，その対象にお
いても範囲においても断片的であり，同委員会の初等教員養成
制度構想そのものは必ずしも明瞭ではない。また，ARNECが
当時の教員養成における課題と指摘しながらも，同改革案では
初等教員養成のカリキュラム改善や，初等教員資格の整備につ
いて充分に言及されていないという限界もある。とはいえ，
ARNECが示す初等教員養成の問題点とそれへの改革案は，当
時の初等教員養成の状況を鮮明化する重要な記述である。
　他方で，初等教員の養成について，教員数の増加のみを重視
せず，教員の質および社会的地位の向上に重点を置いたARNEC
の初等教員養成改革案は，国家開発計画には直接具体的には反
映されていない。ともあれ，数値目標を明示した国家開発計画
のもとで，初等教員養成は教員資格の一部導入など一定の成果
を残し，特に初等教員数は1971年において約18,000人に達した
（MoE，1971，p.3）。
　こうして発展した教員養成制度に対して，教育制度の改編を
もたらした「国民教育制度」計画（National Education System: 
Plan for 1971-1976. NESP）は，やはり教員数の増加とともに，
教員養成の質保障および向上を重要課題と設定した。さらに，
同計画は，各郡における教員管理組織の設置，給与体系の改善，
優秀教員に対する褒賞など教職に係る条件整備を教員養成にお
ける主要事業に据えている。これらには，明らかにARNECの
初等教員養成改革案の影響を看取でき，それ故に，同改革案と，
NESPにおける初等教員養成計画との比較は，ネパールにおけ
る教員養成史を追究する上で有意味な試みとなるであろう。
　他方で，1960年代がネパール教育開発史における重要時期で
あることは冒頭で述べた。特に，NNEPC報告書において教育
制度創設を支える基部とされた，初等教員養成・初等教育・成
人教育の連関は，1960年代の教育開発を読み解く重要な視点と
なるであろう。こうした視点に基づく，当該年代の教育計画お
よび政策のさらなる追究は，ARNEC報告書における他の段階
および領域計画の詳細な検討も含めて，今後の課題としたい。
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註
＊ⅰ  現在のネパール政局はきわめて流動的である。本研究は，あくまで「王
国」時代のネパールについて追究する。
＊ⅱ  本章におけるBTTCおよび協同教育開発プロジェクトについて，詳細
は中村（2003）および（2008）を参照のこと。
＊ⅲ  ベイシック・エデュケイションは，もともと，M. K. Gandhi（Gandhi, 
Mohandas Karamchand. 1869-1948）が主唱した国民教育の概念であり
方法である。
＊ⅳ  同プロジェクトの眼目は，①成人識字プログラムの実施，②ラジオ教
育プログラムの施行，③初等学校200校の新設であった（Pandeyほか
1956, 239）。
＊ⅴ  なお，1975年においては年間2,000人，最終的には年間4,000人の初等
教員養成が目標として設定されている。
＊ⅵ  教育５か年計画は，教育カレッジについて，NNEPCが提案した修士
課程の設置を保留し，他方で，同カレッジに研究部・出版部を置き，
かつ，同カレッジが成人識字教育を支援することを計画した（CoE, 
1957, p.21）。
＊ⅶ  これは，国家，県，郡，市町・村落それぞれに地方組織であるパンチャー
ヤトを置く制度である。市町・村落パンチャーヤトの成員は，国民の
直接選挙によって選出され，その他のパンチャーヤトは，直下のそれ
の成員によって選出される。
＊ⅷ  ただし，10年以上の実務経験を有する教員については，研修が任意と
された。
＊ⅸ  特に，多様な地域へ着任した経験を有するであろう退役軍人の教職へ
の登用が強調された。
＊ⅹ  当時のネパールの行政区分は，５開発区（region），14県，75郡（district）
である。
＊ⅺ  他方で，同書における初等教員養成への提案のうち，初等教員の養成
期間を１年とすること，養成修了者の雇用を円滑化することなどは，
ARNECの改革案と近い。
＊ⅻ  年代にやや隔たりがあるが、NNEPCの調査によれば、1954年にお
ける初等教員1,278人のうち、女性教員は７人である（Pandey et al., 
1956, table Ⅸ）。
＊xiii  Shreshta（1977）によれば，1964-1965年間にMNSがPTTCに移行した
という（Shrestha, 1977, p.2）。また，Yadav（1986）は，教員養成学校
のPSTTC（PTTC）への移行を1965年としている。本文の記述は，同
年代の教育省の資料に依拠した。
＊xiv  PTTCは，８学年修了および満15歳を初等教員養成における最低要件
とし，２年課程はこの条件を満たさぬ者を対象としていた（UNESCO 
ROEA, 1972, pp.208-209, p.212）。Yadav（1986）によれば，２年課程の
対象者は，５学年，すなわち，およそ初等学校の修了者である（Yadav, 
1986, p.80）。
＊xv  PTTCの入所において，郡ごとの割当人数や，面接試験に基づき，入
所希望者が選定された。この際，女性や後進マイノリティ・グループ
の出身者は入所が優先されたという。また，入所時に筆記試験は実施
されなかったが，養成開始から一月後に，一般知識，学力，教職への
関心などからなる適性試験が実施された。この試験に合格した者のみ
が養成を継続して受けることができた（UNESCO ROEA 1972 p.209）。
＊ⅹⅵ  夏期・冬期休暇中研修において，教員は，夏期ないし冬期休暇におけ
る２か月の研修を３年連続で受ける。同研修の内容や，研修修了後に
得られる資格は，PTTCにおける10か月研修のそれと同等である（MoE, 
1967, p.7, Joshi, 2002, p.92）。なお，休暇中研修の受講者は，研修の間
俸給をあたえられた。
＊ⅹⅶ  教員資格は，８学年を終えた者が取得する臨時資格（有効期限３年），
初等教員養成プログラムを終えた者が授与される正規資格（有効期限
５年），中間教育学士号（I.Ed.）以上の学位保持者が与えられる終身資
格の三種類である（MoE, 1967, p.9）。
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